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このニュースは中央団体と県連絡会に送付しています。地域連絡会・加盟組織に送って下さい。

新政権の公約守らせ、「増税阻止・減税」へ　運動の飛躍を決意
＜各界連が全国代表者会議＞
消費税廃止各界連絡会は10月３日、２００９年秋全国代表者会議をけんせつプラザ東京で開催。９中央加盟団体、27都道府県と地域各界連の代表１４２人が参加しました。新政権が発足した新しい政治情勢のもと、消費税増税勢力の狙いを打ち破り、暮らしにかかる消費税減税の実現をめざして運動を強めようと確認しました。

★新政権の政策監視と財言論での攻勢的な運動を
　西村冨佐多・全商連副会長が主催者あいさつ、日本共産党の吉川春子前参院議員が連帯あいさつし、浦野広明立正大学教授が「新政権の発足と消費税をめぐる情勢」と題して記念講演しました。
浦野氏は自公政権へ厳しい審判を突きつけ退場させたかつてない成果を評価するとともに、民主党が消費税を年金財源にし配偶者・扶養の各控除を子ども手当の財源に充てることを狙い、納税者番号制やインボイスの導入も計画していることなどに注意を喚起しました。また消費税導入以来、住民税・高齢者の増税や相続税・証券税制の軽減など応能負担原則が破壊されている点を述べ、憲法に則った税制を構築するために、税のとり方・使い方への国民の意思表明として選挙権を行使していく重要性を強調しました。
嶋岡千年事務局長が方針案の提案をおこない、総選挙で消費税増税を公約に掲げた自公政権を退場させ、この間、数々の増税策動を阻止してきたことは、各界連の運動と国民世論の大きな成果であり確信にしたい、と述べました。そして今後、「消費税に頼らなくても財源を生みだすことは可能だ」との世論を大きくしていくことが大事だと訴え、新しい「増税反対・減税実現」署名を活用しての１０００万対話・署名の推進や、工夫した宣伝行動、広範な団体との旺盛な懇談などの取り組みを提案しました。

★団体懇談や宣伝など地域の多彩な行動を交流

討論では12人が発言。「消費税によらない最低保障年金の財源論を冊子にして普及し学習を推進している。消費税増税阻止、廃止へとともに奮闘したい」（年金者組合・久昌さん）、「区内69の商店会に毎年申し入れてきたが、今年は医師会、シニアクラブ、障害者団体、婦人団体、労組など、これまでの枠を超えた合計１２０団体の賛同を得た」（東京渋谷各界連・大井さん）、「６００近い団体での県議会請願、ポケットティッシュでの宣伝、地域各界連再建など多彩に活動。増税へのイデオロギー攻撃を跳ね返すため、援助金も出して地域での学習を促進する」（埼玉県各界連・江口さん）、「新政権のもとで増税阻止の条件ができたことを喜び合いたい。しかし民主党の増税志向には楽観せず厳しい監視が必要。『消費税20年徹底検証＆日本のこれから』の冊子を活用して学習会をすすめたい」（なくす会・内田さん）、「京建労でも24支部すべての事務所に『増税反対』垂れ幕を掲げ、署名は組織内だけでなく外へ打って出ることを重視してきた。府各界連作成の千社札シールの活用、国会議員地元事務所への要請などを強める」（京都各界連・谷口さん）、「消費が低迷し流通業界もディスカウント化する事態。貧困打破のための時給1000円、消費税増税阻止・減税を掲げ運動している。１１・８国民大集会後も政府要請をおこなう」（生協労連・桑田さん）、「毎月の宣伝の参加は昨年から増えている。選挙中の宣伝でも『２年先、4年先でも増税は困る』『子ども手当はいいが、増税ではだめ』などの声が多かった。公約を守らせる運動の強化を」（兵庫県各界連・松尾さん）、「業界団体の懇談、選挙でのアンケート・要請などを重視してきた。西区各界連は300人での学習、250人での地域デモを成功させるなど、地域各界連の動きが活発になっている。今後は地域も含めた県各界連の運営を強める」（福岡県各界連・籾井さん）、「生協店舗での宣伝１万以上の署名集約、４月のいっせい行動や８月の候補者を含めた宣伝、年末の国会要請、年２回の学習会などやってきた。消費税20年の税のとられ方・使われ方を再度学びなおすことが大事」（宮城県各界連・永沢さん）、「住宅不況、単価切り下げで建設業界は厳しい。住宅非課税も要求している。選挙後も９月の宣伝では28支部で４８０人、チラシ１万８千、署名６００を集約した。社会保障も含めた新しいカラーチラシを活用して運動を強めたい」（東京土建・奈良さん）、「総選挙中も４回宣伝カーを出して市内中を宣伝した。消費税増税反対・減税実現へ本格的運動が必要と痛感」（千葉流山各界連・草地さん）との発言がありました。
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◎経産省へ税制改正の意見◎

　各界連は10月８日、経済産業省の「税制改正」パブリックコメントの募集に対して、「食料品はじめ毎日の暮らしにかかる生活必需品・生活サービス・住居などを消費税非課税にすること」と意見を提出しました。
その理由として、「食料品はじめ生活必需品・生活サービス・住居などを非課税にすることは大きな消費刺激効果があります。すでに消費税率を引き下げた英国で消費拡大効果があり、継続が期待されていると報道されています。給付金や所得税減税等と異なり、貯蓄として滞留せず、消費する時点で減税がおこなわれることから、家計支援が消費に直結し、景気対策としても効果が期待されます。すべての取引の税率を引き下げることができなくても、当面緊急に、食料品などの非課税を実現すべきと考えます。」と述べています。















PAGE  
2

